
 
 

 

  

損　　益　　計　　算　　書
自　２０２３年４月　１日

至　２０２４年３月３１日

（単位：百万円）

費　　　用　　　の　　　部 収　　　益　　　の　　　部

科　　　目 合　計
第一種最終

処分業務勘定
第二種最終

処分業務勘定 科　　　目 合　計
第一種最終

処分業務勘定
第二種最終

処分業務勘定

経常費用 6,359 5,001 1,358 経常収益 6,359 5,001 1,358

技術開発費 1,622 1,265 357 拠出金見返戻入 6,201 4,877 1,324

概要調査地区選定調査費 1 0 0 資産見返拠出金戻入 141 111 29

広報活動費 1,064 839 224 その他収益 16 12 3

事業管理費 2,110 1,664 445 受取利息 0 0 0

一般管理費 1,318 1,040 278 雑収益 16 12 3

退職給付引当金繰入 84 66 17

事業用減価償却費 23 18 4    

一般管理用減価償却費 115 91 24

その他費用 18 14 3

支払利息 0 0 0

積立金繰入額 16 12 3

雑損失 1 1 0

6,359 5,001 1,358 6,359 5,001 1,358

(注１)計数については、円単位での計算後、百万円未満を切り捨てて表示しているため、表上の合計額とは必ずしも一致しない。

(注２)＜－＞の表記は、計算上ゼロあるいは該当数字なしを示し、＜０＞の表記は、単位未満を切り捨てた場合のゼロを示す。
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重要な会計方針等 

 

１．固定資産の減価償却の方法 

（１） リース資産以外の固定資産 

有形固定資産は定率法（ただし、建物（附属設備を除く）については定額法）、

無形固定資産は定額法により行っている。ただし、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用し、一括償却資産につ

いては、事業年度ごとに一括して３年間で均等償却する方法を採用している。 

また、法人税法の改正に伴い、２００７（平成１９）年４月１日から２０１２

（平成２４）年３月３１日までに取得した有形固定資産、２０１２（平成２４）

年４月１日以後に取得した有形固定資産及び２０１６（平成２８）年４月１日以

後に取得した建物附属設備については、それぞれ改正後の法人税法に規定する償

却方法を採用している。 

（２） リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する方法によっている。 

（３） 有形固定資産の減価償却累計額 

３５４百万円 

 

２．引当金の計上基準 

（１）退職給付引当金 

職員の退職金の支出に備えるため、当事業年度末における職員退職金支給規程

に基づく期末要支給額を計上している。 

（追加情報） 

（役員退職金支給規程の廃止） 

当機構は、２０１５（平成２７）年６月１８日開催の第６８回理事会におい

て、役員退職金支給規程の廃止を決議した。 

これに伴い、役員の退職給付引当金の繰入は、２０１５（平成２７）年６月３

０日を以て停止し、同日までに引当計上した金額については継続して退職給付

引当金として計上している。 

  



 
 

３．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

（１）消費税等の会計処理方法 

税込方式によっている。 

（２）拠出金見返戻入の計上基準 

費用計上額（減価償却費等を除く）について積立金預け金見返を取り崩して収 

益計上している。 

（３）積立金預け金 

積立金預け金は、特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律（以下「法」とい 

う）第５８条に基づき、公益財団法人原子力環境整備促進・資金管理センター（以

下「原環センター」という。）に最終処分積立金として積立てているものである。 

原環センターは、最終処分積立金について法第７９条の定めにより、有価証券

（国債、政府保証債、地方債、事業債等）及び預金で運用している。 

このうち有価証券は、保有目的を満期保有とし、経済又は金融に関して高い識

見を有する者、その他の学識経験を有する者により構成した最終処分積立金運用

委員会の意見を踏まえて運用している。 

具体的な運用方法は、法第７６条に定める経済産業大臣の認可を受けた資金管

理業務規程に定められている。 

（４） 事業用固定資産及び一般管理用固定資産 

事業用固定資産とは、法第５６条第１項第１若しくは第２号又は同条第２項 

に掲げる業務の用に直接供される有形固定資産及び無形固定資産をいう。 

一般管理用固定資産とは、事業用固定資産以外の有形固定資産及び無形固定資

産をいう。 

（５） 第一種最終処分業務勘定と第二種最終処分業務勘定の区分方法 

第一種最終処分業務勘定と第二種最終処分業務勘定に共通して発生する経費 

及び固定資産等にかかる経理区分は、当該年度において把握・設定した処分費用

総額比率を用いて区分している。 

当期における処分費用総額比は、第一種最終処分業務勘定が７８．８８％、第

二種最終処分業務勘定が２１．１２％である。 

  



 
 

４．投資その他の資産「積立金預け金」の明細 

  （単位：百万円） 

注１ 百万円未満を切り捨てている。 

注２ 増加のうち、積立は、２０２３年度に納付された拠出金と２０２２年度予算未執行額であ

る。運用利息等は、原環センターからの報告に基づき計上している。 

注３ 減少は、法第５９条に基づき、２０２３年度における最終処分業務の実施に必要な費

用の支出に充てるため、経済産業大臣の承認を受けて、最終処分積立金を原環セン

ターから取り戻したものである。 

 
総括 

第一種最終 

処分業務勘定 

第二種最終 

処分業務勘定 

期首残高 1,226,262 1,149,124 77,137 

増加 原環センターへの積立 67,383 59,344 8,038 

原環センターの運用利息等 3,349 3,293 55 

減少 原環センターからの取戻し △6,820 △5,365 △1,455 

期末残高 1,290,174 1,206,398 83,776 




